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午前10時00分開議 

○議長（井上 太一君）   

 おはようございます。ただいままでの出席議員は１８名で、定足数に達しておりますの

で、これより会議を開きます。 

 本日の議事日程はお手元に配付しておりますので、ご了承をお願いいたします。 

 なお、本日の議案等の朗読は省略したいと思いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第 １．認定第 １号 

日程第 ２．認定第 ２号 

日程第 ３．認定第 ３号 

日程第 ４．認定第 ４号 

日程第 ５．認定第 ５号 

日程第 ６．認定第 ６号 

日程第 ７．認定第 ７号 

日程第 ８．認定第 ８号 

日程第 ９．認定第 ９号 

日程第１０．認定第１０号 

日程第１１．認定第１１号 

○議長（井上 太一君）   

 これより日程第１、認定第１号から日程第１１、認定第１１号までの平成２１年度各会

計決算認定１１件を一括して議題とし、各常任委員長の報告を求めます。 

 まず、下川俊秀総務委員長。 

○総務委員長（下川 俊秀君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております平成２１年度中間市一般会計歳入

歳出決算認定のうち、総務委員会に付託されました所管部分並びに平成２１年度中間市公

共用地先行取得特別会計歳入歳出決算認定について審査を行いましたので、その概要と結

果をご報告申し上げます。 

 まず初めに、一般会計決算についてその概要を申し上げます。 

 一般会計では、歳入歳出の差引額は、翌年度繰越明許費繰越額８４５万円を含み、６億

４,５００万円の黒字決算となっています。また、形式収支から翌年度に繰り越すべき財

源を除いた実質収支についても６億３,７００万円の黒字、単年度収支においては

１,３００万円の赤字となっています。 

 一般会計の歳入の主なものといたしましては、市税収入が４２億２,０００万円となり、

前年度と比較して２億１,９００万円、率にして５.０％の減少となっています。 

 また、一方の歳入の柱である地方交付税については、収入済額は４８億６,６００万円
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で、前年度と比較して７,３００万円、率にして１.５％の増額となっております。本市に

おいては、普通交付税で４,６００万円、また、特別交付税においても７,３００万円の増

額となっています。 

 さらに、市債の借入額は総額１３億９,９００万円と、前年度と比較して７,５００万円、

率にして５.１％の減少となっています。平成２１年度の主な起債の借り入れといたしま

しては、地方交付税を補完いたします臨時財政対策債として６億円、退職手当債として

３億６,４００万円、街路事業等の整備として４億３,４００万円などであります。 

 次に、歳出といたしましては、人件費において新規採用者数の抑制による職員数の減、

地域手当引き下げ及び給与改定に伴う期末勤勉手当の減額などで、前年度と比較いたしま

して２億３７０万円の減額となっています。また、本年度も、市長、副市長、教育長の特

別職の給料の削減や一般職の管理職手当の削減などを引き続き実施しております。 

 総務管理費では、１７億８００万円の主なものは、県市町村職員退職手当組合負担金

４億１,２００万円や職員の人件費３億３,１００万円、定額給付金給付事業費３億

３,６００万円等であります。 

 その他、一般管理費についてご説明いたしますと、委託料予算現額２,０５４万円、支

出済額１,９５６万円、不用額９７万円となっており、市顧問弁護士委託料９０万円、市

例規集データベースシステム委託料２５２万円、職員健康診断委託料が市立病院、共済組

合を合わせまして１,２７７万円、人事給与システム委託料２３２万円等が主なものです。 

 次に、消防費では、石油貯蔵施設立地対策等交付金事業として、空気呼吸器や空気ボン

ベを購入し、また、高規格救急車の更新も行っております。災害対策費につきましては、

平成２１年７月２４日から２６日にかけて発生した平成２１年中国・九州北部豪雨災害に

伴い、市内において道路冠水、法面の一部崩壊等が発生したことから、平成２０年６月

１９日に中間市災害対策協力会と締結した「災害時の応急対策業務に関する協定」に基づ

き出動の要請を行い、同協力会等へ委託料として１８５万円を支出しています。また、こ

の災害において備蓄していた水防資器材を使用し復旧活動を行ったことにより不足する資

器材等を、その後の台風期に備え１４８万円支出し、調達いたしております。 

 最後に、公共用地先行取得特別会計決算について申し上げます。 

 新たな用地の取得はなく、前年度と同じ６７０万円の決算となっています。 

 委員より、被災者への災害見舞金の額は以前から見直されておらず低いと思うので、他

市の状況も調べて額を増やしてほしいとの要望もあっております。 

 以上、審査の後、最後に採決いたしました結果、一般会計及び公共用地先行取得特別会

計ともに賛成多数で、いずれも認定すべきものと決しました。 

 よろしくご審議の上、ご賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員長の報告を終わ

ります。 

○議長（井上 太一君）   
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 次に、掛田るみ子市民文教委員長。 

○市民文教委員長（掛田るみ子君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております認定第１号について市民文教委員

会に付託されました所管部分及び認定第３号について審査を行いましたので、その概要と

結果をご報告申し上げます。 

 初めに、平成２１年度中間市一般会計歳入歳出決算認定について申し上げます。 

 まず、市民部所管であります歳入歳出決算認定について申し上げます。 

 歳入につきまして市税の決算額は４２億２,０２０万円となり、前年度決算額４４億

３,９９０万円に比べ２億１,９７０万円、率にして５％の減少となっています。 

 市税収入状況を税目別にみますと、市税の根幹をなす市民税の収入済額は１８億

８,４９０万円で、市税収入の４４.７％を占め、前年度より１億５,１１０万円、率にし

て７.４％減少しています。 

 内訳としましては、個人市民税では、景気の低迷による所得の減少により４,５００万

円、率にして２.６％減少の１７億９７０万円となり、法人市民税では、企業収益の悪化

に伴い１億６００万円、率にして３７.７％減少の１億７,５１０万円となっております。 

 また、安定的な市税財源であります固定資産税及び都市計画税の収入済額につきまして

も、平成２１年度評価替えに伴う地価の下落により、前年度と比べ６,６８０万円、率に

して３.３％減少の１９億８,９３０万円となっております。 

 次に、歳出につきまして、課税課所管の歳出の主なものは、賦課徴収費のうち委託料と

して、市民税年金特徴収納システム作成委託料１,０８０万円です。これは平成２１年

１０月から年金支給額より住民税の特別徴収を行うシステムの作成委託に要した費用です。 

 次に、環境保全課所管の歳出の主なものは、環境衛生費として火葬施設負担金１,７４０万

円、資源回収団体奨励金９４０万円です。 

 また、清掃総務費８億８,３３０万円のうち主なものは、ごみ処理施設負担金５億

３,３６０万円、し尿処理施設負担金２億４,３５０万円です。 

 委員より、４,１４０万円の不納欠損額についてどのように考えているのかという質疑

がございました。これに対しまして担当部長より、景気後退による全国平均９％の地方税

減収と比較しますと、当市は５％の減収率にとどまりました。不納欠損額については、い

たずらに増やすことなく時効中断措置などを適切に行いながら税収確保に努めます、との

説明がございました。 

 次に、教育部所管について申し上げます。 

 教育費の歳出決算額は１３億１,２４０万円で、昨年度に比べ１億５８０万円増加して

おります。 

 歳出の主なものは、まず教育総務費では、外国語指導助手招致事業として１,０５０万

円、小・中学校費では、教育振興費として児童・生徒就学援助費５,０４０万円を要して
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おります。 

 次に、学校管理費として、昨年度より引き続き行っております小学校のトイレの改修工

事につきまして、今年度は中間東小学校のトイレ改修及び公共下水道接続工事に３,５３０万

円、中間東中学校校舎及び屋内運動場耐震補強工事に１億９,０４０万円、また、児童生

徒の学習意欲向上を図るため、小学校の普通教室にデジタルテレビ及びＤＶＤプレーヤー

を導入し、中学校の各学年に大型デジタルテレビを設置したことにより、備品購入費

３,８８０万円を要しております。 

 今後も引き続き各小中学校の耐震診断を行い、学校での子どもたちの安全と災害時避難

場所として市民の安全確保を図りたいとの説明がございました。 

 次に、社会教育総務費におきまして主なものは、コミュニティ組織助成補助金として

２５０万円を要しております。この補助金は、町内公民館活動の活性化を図り、生涯学習

社会の地域の拠点とするため、自治公民館の備品等の購入助成に充てられております。 

 次に、公民館費及び働く婦人の家費として、各種講座及び成人式費用に２８０万円を要

しております。主な内容といたしまして、中央公民館では地域における市民の主体的な学

習活動を支えるための文化・教養講座、ボランティア市民学習等の講座が開催されました。

働く婦人の家では、勤労女性や中高年を対象に、福祉の増進と地位向上に関する講座が開

催されました。 

 次に、図書館・歴史資料館費として、備品購入費６９０万円を要し、図書の購入のほか

インターネット社会に対応するため利用者用パソコンが設置されています。 

 保健体育総務費では、屋島庭球場整備費として１２０万円を要し、利用者が安全かつ快

適に利用できるよう施設整備がなされています。 

 次に、平成２１年度中間市住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算認定について申し上げ

ます。 

 歳入決算額は４５０万円、歳出決算額は６億１,７３０万円で、歳入歳出差引歳入不足

額６億１,２８０万円となっております。今後とも未償還金の回収について最大限努力を

するとの説明を受けました。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の内容であります。最後に、それぞれ採決いた

しました結果、一般会計のうち市民文教委員会に付託されました所管部分及び住宅新築資

金等特別会計ともに賛成多数で認定すべきであると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 次に、井上久雄保健福祉委員長。 

○保健福祉委員長（井上 久雄君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております認定第１号のうち保健福祉委員会

に付託されました所管部分並びに認定第２号、認定第６号、認定第８号、認定第９号、認
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定第１１号の各会計歳入歳出決算について審査を行いましたので、その概要と結果をご報

告申し上げます。 

 初めに、一般会計について、その概要を申し上げます。 

 ３款民生費の歳出決算額は７２億９,１００万円で、前年度より３億８００万円の増額

となっております。この主な要因としては、各項で扶助費が増加したことによるものでご

ざいます。 

 各項別でご説明いたしますと、まず、社会福祉費３０億４００万円の主なものは、職員

人件費２億６,２００万円、特別会計国民健康保険事業繰出金３億６,４００万円、介護保

険特別会計繰出金５億２,３００万円、後期高齢者医療療養給付負担金５億３,１００万円、

各種入所措置費等の扶助費８億１,５００万円であります。 

 次に、児童福祉費１５億４,４００万円の主なものは、児童手当、児童扶養手当６億

２,３００万円、児童福祉施設入所費６億６００万円であります。 

 次に、生活保護費２５億４,２００万円の主なものは、扶助費２４億８００万円であり

ます。 

 続いて、４款衛生費では、保健衛生費の歳出決算額４億５,６００万円の主なものは、

職員人件費１億４,２００万円、病院事業会計繰出金１億２,９００万円、健康診査等の各

種検診委託料５,３００万円、各種予防接種委託料４,８００万円となっております。 

 討論において委員から、障害者自立支援法に基づいて、医療費や施設の利用料が１割負

担ということで、負担が大きいことから反対しますとの意見がありました。 

 次に、特別会計についてご報告いたします。 

 まず、特別会計国民健康保険事業につきまして申し上げます。 

 歳入決算額は５４億４,５００万円、歳出決算額は６１億７,８００万円で、歳入歳出差

引額は７億３,２００万円の赤字ですが、単年度収支においては２,２００万円の黒字とな

っております。 

 歳入の主なものは、国民健康保険税９億９,２００万円、国庫支出金１２億１,４００万

円、前期高齢者交付金１７億２,９００万円、繰入金３億６,４００万円となっております。

このうち保険税の収入状況は、現年度分の徴収率が８９.６％で、収入未済額は１億

１,０００万円となっております。 

 歳出の主なものは、保険給付費３７億９,９００万円、後期高齢者支援金等６億

１,２００万円となっております。 

 単年度収支で黒字となった主な要因は、本市の被保険者１人当たりの医療費の伸び率が

県平均を下回っており、医療費抑制の成果として５,３６０万円の県補助金が交付された

ことによるものです。 

 討論において委員から、国保は低所得者や高齢者の加入割合が高いという構造的な問題

があるということを十分認識して、保険税負担の軽減が必要ではないかとの意見がありま
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した。 

 次に、老人保健特別会計につきまして申し上げます。 

 歳入決算額は１,２２０万円、歳出決算額は１,１８０万円で、歳入歳出差引額４０万円

の黒字となっております。 

 なお、老人保健制度は、後期高齢者医療制度の開始により廃止されましたが、医療費精

算のため、老人保健特別会計は平成２２年度まで設置されることとなっております。 

 次に、介護保険事業特別会計の保険事業勘定につきまして申し上げます。 

 歳入決算額は３４億６,７００万円、歳出決算額は３４億２,１００万円で、歳入歳出差

引額４,６００万円の黒字となっております。 

 歳入の主なものは、介護保険料６億１,５００万円、国庫支出金７億８,８００万円、支

払基金交付金９億６,５００万円、県支出金４億８,２００万円、繰入金５億３,４００万

円となっております。 

 歳出の主なものは、保険給付費の３２億２,０００万円となっています。前年度より保

険給付費が２億４,４００万円増加した主な要因は、介護報酬のプラス３％改定、認定者

数の増加及び各サービスに対するニーズが増大したことによるものです。 

 また、サービス事業勘定では、歳入決算額は３,７２０万円、歳出決算額は３,４７０万

円で、歳入歳出差引額２５０万円の黒字となっております。 

 次に、後期高齢者医療特別会計につきまして申し上げます。 

 歳入決算額は６億１,９００万円、歳出決算額は６億８００万円で、歳入歳出差引額

１,１００万円の黒字となっております。 

 歳入の主なものは、後期高齢者保険料４億８,０００万円、繰入金１億２,６００万円と

なっております。歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金６億３００万円とな

っております。 

 黒字決算の主な要因は、出納整理期間の４月及び５月に納付された保険料を、平成

２１年度において受け入れることによるものです。 

 最後に、病院事業会計につきまして申し上げます。 

 収益的収支では、病院事業収益１７億７,１００万円の主なものは、医業収益の１６億

５,８００万円であります。また、病院事業費用１７億９,４００万円の主なものは、給与

費８億８,９００万円、材料費５億７,４００万円などとなっております。 

 この結果、当年度は２,３００万円の純損失で、当年度未処理欠損金は６億７,９００万

円となっております。 

 なお、２１年度の入院延べ患者数は２万２,１６４人で、病床利用率は４９.８％となっ

ており、前年度より３,８０４人減少しています。また、外来患者数は６万８,７９６人で、

前年度より２,６４０人減少しております。 

 次に、資本的収入及び支出では、収入５,５００万円に対し、支出７,８００万円で、差
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引不足額２,３００万円は、繰越損益勘定留保資金、当年度消費税及び地方消費税資本的

収支調整額で全額補てんされています。 

 以上が当委員会に付託されました議案の内容であります。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、認定第１号のうち保健福祉委員会に付託され

ました所管部分並びに認定第２号、認定第６号、認定第８号、認定第９号は賛成多数で、

認定第１１号は全員賛成で認定すべきであると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 次に、片岡誠二建設上下水道委員長。 

○建設上下水道委員長（片岡 誠二君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております平成２１年度決算認定４件につき

まして、建設上下水道委員会に付託されました所管部分について審査を行いましたので、

その概要と結果についてご報告申し上げます。 

 まず、認定第１号平成２１年度中間市一般会計歳入歳出決算認定について申し上げます。 

 交通安全対策費では、市内街路灯の電気代や修繕料１,７３７万円、朝霧五丁目地内防

護柵設置工事ほか５３件の工事費１,１５２万円が主なものであります。歳出決算額は

２,９１８万円であります。 

 衛生費の環境衛生費では、合併処理浄化槽補助事業として１９基の補助を行っておりま

す。 

 労働費では、市内道路街路樹剪定業務委託料２４８万円、中小企業指導事業等２２０万

円、緊急雇用対策事業費として、地域ブランドなかま銘菓創作委託料９００万円、外扇・

通谷線法面景観整備委託料８２４万円、垣生公園景観整備委託料２,１０８万円が主なも

ので、歳出決算額は５,６９７万円であります。 

 なお、労働費につきましては、緊急雇用対策事業やふるさと雇用再生事業を実施し、地

域における雇用確保を推進したため、労働費全体で前年度に比べて４,９６６万円の増額

となっております。 

 農林水産業費につきましては、農業総務費で農業共済事業費負担金７６９万円、山田川

水利組合負担金７００万円、農業振興費で福祉センター跡地整備に伴う実施設計業務委託

料等９９６万円、水稲及び麦・大豆の種子更新補助金４１１万円が主なものであります。 

 農地費では、上底井野地内農道整備工事ほか１７件の工事費３,８５０万円、かんがい

揚水施設管理運営基金９００万円が主なもので、歳出決算額は１億１,５８０万円で、前

年度に比べて９４８万円の増額となっております。 

 商工費の主なものとして、商工総務費では、市内中小企業融資制度に伴う貸付金

２,２００万円、商工業振興費では、イルミネーション設置工事費６３０万円、中間市地

域経済活性化対策事業補助金７５０万円、街路照明灯整備事業補助金７００万円、中間商
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工会議所補助金、筑前中間川まつり、中間西部市場まつりなどの補助金１,１７１万円な

どであります。歳出決算額は９,５９４万円で、前年度に比べて１,８０８万円の増額とな

っております。 

 土木費の道路橋りょう費では、市内道路の舗装等修繕料３,７２９万円、市内幹線道路

の除草・清掃、街路樹の剪定等１,８９９万円、出口赤池線道路補修工事ほか３３件の工

事費等３,７４６万円が主なものであります。 

 道路新設改良費では、御座ノ瀬中ノ谷線バイパス工事測量委託ほか１５件、４,４３８万

円、二タ股東中牟田線道路改良工事ほか２５件、３億１,６３８万円、中鶴蓮花寺線道路

改良工事ほか４件の用地購入費２,２５２万円、中鶴蓮花寺線道路拡幅工事及び太師台

４号線交差点改良工事物件移転に伴う補償・補てん費１,００９万円が主なものでありま

す。 

 河川費では、岩瀬吉隈地内水路補修工事ほか２８件の工事費１,０７５万円が主なもの

であります。 

 都市計画費では、岩瀬二丁目地内の特殊地下壕復旧工事費５０８万円、犬王古月線及び

仮屋大膳橋線街路事業に伴う地元負担金５,３６９万円、都市計画事業等積立基金

１,０００万円、公共下水道事業特別会計への繰出金４億２,５００万円が主なものであり

ます。 

 公園費では、都市公園、児童遊園、緑化事業に要する光熱水費及び修繕料９７７万円、

都市公園、児童遊園、緑化事業に要する除草及び樹木の剪定委託と垣生公園ボート監視委

託料３,３７２万円、垣生公園駐車場整備事業工事ほか７件の工事費４,５１６万円が主な

ものであります。 

 街路事業費では、塘ノ内砂山線ほか２路線の家屋事後調査委託料６６６万円、都市計画

道路塘ノ内砂山線ほか２路線の工事に伴う建物被害補償費２,４１３万円が主なものであ

ります。 

 住宅費では、市営住宅修繕料等１,４８０万円、浄化槽保守点検・受水槽高架水槽清掃

業務委託料等８３４万円、岩瀬南公営住宅屋上補修工事ほか６件の工事費１,５２５万円、

住宅基金への積立金１００万円等が主なものであります。 

 土木費全体の歳出決算額は１３億７,５５５万円で、前年度に比べて６,１２９万円の減

額となっております。 

 次に、認定第４号平成２１年度中間市地域下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

て申し上げます。 

 平成２１年度決算においては３９７万円の黒字となっております。 

 中鶴・曙両下水処理場及び浄花町ポンプ場の修繕料等２,１５２万円、中鶴・曙両下水

処理場の運転管理委託料５,６１７万円、中鶴、曙下水処理場管内下水道管浚渫工事費

１９０万円が主なものであります。 
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 次に、認定第５号平成２１年度中間市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

て申し上げます。 

 平成２１年度決算においては１９５万円の黒字となっております。 

 公共下水道建設費１０億７００万円は、大辻蓮花寺幹線を初め、垣生地区、中央地区、

中尾地区など２９地区の下水道整備工事費であります。布設延長は９,９９８メートルで、

２１年度末までの布設総延長は１１万８,９４７メートルで、普及率は５３.８％に達して

おります。 

 最後に、認定第１０号平成２１年度中間市水道事業会計決算認定について申し上げます。 

 平成２１年度の水道事業会計におきまして、収益的収支で４,４９６万円の純利益とな

っております。資本的収支では２億７,３１１万円の不足を生じましたが、過年度分損益

勘定留保資金及び当年度分損益勘定留保資金で全額補てんいたしております。 

 平成２１年度の給水状況につきましては、給水戸数は２万７,７３６戸で、前年度より

１６０戸の増加となっております。また、水道料金収入の基となる有収水量は年間

６３５万８,４８１立方メートルで、前年度より７万２９８立方メートルの減少となって

おります。 

 工事などの状況につきましては、本年度、県道宮田遠賀線送水管布設替工事など２５件

の改良工事や、公道修繕工事などの保存工事７７件、下水道工事に伴う配水管移設工事な

どの受託工事９件と合わせて１１１件の給水区域内の配水管工事などが行われております。 

 以上４件につきまして、最後に採決いたしましたところ、一般会計、公共下水道事業特

別会計は賛成多数で、地域下水道事業特別会計、水道事業会計は全員賛成で認定すべきで

あると決した次第であります。 

 よろしくご審議の上、ご賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員長の報告を終わ

ります。 

○議長（井上 太一君）   

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。青木孝子さん。 

○議員（６番 青木 孝子君）   

 平成２１年度決算のうち一般会計と特別会計では、国民健康保険、老人保健、後期高齢

者医療、介護保険、住宅新築資金、公共下水道事業、公共用地先行取得、以上８件につい

て、日本共産党中間市議団を代表いたしまして反対討論をいたします。 

 自公政権のもとで、とりわけ小泉内閣のもとで進められた構造改革路線によって社会保

障費が毎年２,２００億円削減され、年金や医療、介護などが改悪され、国民の生活は苦



- 133 - 

しくなるばかりです。一方、大企業や大資産家には法人税の減税や証券優遇税制など優遇

してきました。 

 日本の景気は低迷し、失業率も５％を超え、若者の就職難も続いています。中小企業は

大企業の単価切り下げや仕事の減少で、多くの業者が赤字を抱えています。生活費を切り

詰めても必要な医療や介護を受けられない人も少なくありません。今こそ、中間市政が国

民いじめの国政の防波堤となり、住民の暮らしや福祉を守らねばなりません。 

 ところが、一般会計では、８款土木費２項道路橋りょう費３目道路新設改良費１５節工

事請負費として、二タ股東中牟田線道路改良工事１工区から３工区の工事費、附帯工事費

を含め約９,２５０万円が執行されています。 

 中間市西部地域における道路交通の円滑化を図るためとしていますが、この新設道路に

取りつく道路は車両がやっと離合できる程度の道路で、大型車がスムーズに走れるもので

はないことは明白です。しかも、中間市における米どころ一等地砂山から中底井野間の農

地をつぶしてのこの工事は、まさに不要不急の工事と言わねばなりません。 

 また、同じく１３節委託料として御座ノ瀬中ノ谷線バイパス事業の測量委託１,８００万

円が実施されています。これもバイパス道路を新設することによって、住宅地等の開発が

期待できるとしていますが、リストラや非正規社員化のもとで、国民の所得減少と購買力

の落ち込み、そのことによる消費不況が深刻になる中、このような開発に期待がかけられ

るのか、大きな疑問が持たれるところです。このような不要不急の開発ではなく、雇用促

進住宅を利用した人口増の政策を打ち出すべきではないでしょうか。 

 少子化対策として妊婦健診の公費負担回数を６回から１４回まで拡充したことは評価す

るものです。 

 障害者福祉では、応能負担から応益負担になった障害者自立支援法によって、医療費や

施設の利用料などが障害者と家族の重い負担になっており、助成措置をすべきです。 

 今年は厳しい暑さのため、多くの高齢者が熱中症で倒れました。生活保護費は電気代加

算やクーラー購入助成金など夏期対策費を加算すべきです。また、高齢者は親族、知人の

葬祭なども多く、人並みの交際ができるように老齢加算を復活すべきです。 

 教育費では、小学校給食の調理業務を民間委託していますが、官から民へ、小さな政府

にというかけ声のもとで公務員削減が進められ、自治体が担う公務公共サービス、住民の

安全・安心にかかわる分野が後退しています。利益優先の民間委託では食育の目的を損ね

るものであり、調理業務の民間委託は中止すべきです。 

 また、おいしくて、安全・安心な給食を提供しようと、栄養士が調理現場で指示すれば

するほど、調理業務の委託が偽装請負という違法状態になります。民間委託は、委託を受

けた業者が労働者を指揮、命令して業務を行うもので、委託した市当局が調理員に指揮、

命令することはできません。 

 格差社会の中で、給食のない中学校では昼食をパンだけで済ませる生徒や昼食を抜く生
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徒もおり、中学校給食の実施が求められます。 

 異常気象が長く続く中、教室の冷暖房対策を実施し、教育環境の改善を図るべきです。 

 今年も全国一斉学力テストが実施されましたが、全国一斉学力テストは競争教育をあお

るものであり、中止すべきです。 

 文部科学省は、２０１１年度から６年間で、小中学校を３５人学級に移行し、２０１７年

度からの２年間で、小学校１、２年生を３０人学級にする計画案を決定いたしました。全

国では多くの自治体が独自施策で少人数学級を実施しており、本市でもようやく平成

２２年度から一部実施していますが、教員の採用を増やし、少人数学級を拡大すべきです。 

 地球温暖化対策として、温室ガスＣＯ２削減が大きな社会問題になっています。本市で

も、エコライフを啓発する一方で、２４時間電気を使用しＣＯ２を排出する自動販売機を

設置しているのは問題です。 

 特別会計国民健康保険、老人保健事業では、国保税を引き下げてほしいと市民の要求が

高いにもかかわらず、保険税、均等割で４,０００円引き上げられました。全国の７０％

の自治体が行っている一般会計から法定外の繰り入れなどをして、国保税を１世帯１万円

の引き下げを求めるものです。また、滞納世帯への資格証明書や短期保険証の発行は中止

すべきです。政府に対し国民健康保険財政への国庫負担をもとに戻すよう要求し、国民健

康保険財政の健全化を図るべきです。 

 国民健康保険の患者負担は重く、治療の中断や受診の抑制が広がっています。厚生労働

省は、国民健康保険の患者負担の減免制度について、国が半額を負担する基準を示しまし

た。また、自治体が基準を拡充することも容認しており、市独自の減免制度の拡充を検討

すべきです。 

 後期高齢者医療制度は年齢で医療を差別するものであり、見直しではなく、廃止すべき

です。また、保険料滞納者への短期保険証の発行件数は、福岡県は昨年１０月１日ゼロで

したが、１年間で５,５２２件に急増しています。短期保険証で期限が切れ病院にかかれ

ず、手遅れになる事例も全国では生まれており、短期保険証の発行はやめるべきです。 

 介護保険事業特別会計では、制度導入から１０年目になりましたが、制度の見直しで要

介護から要支援になる高齢者が増えるなど、介護サービスの抑制が行われてきました。新

しい認定方式では自立・介助なしに認定されるなど、利用者の生活に深刻な打撃を与えて

います。政府に対し、介護認定の抜本的見直しをするよう求めるべきです。 

 また、高齢者は増税と物価高で苦しい生活を強いられている上に、保険料が年額

２,０８０円引き上げられました。低所得者への保険料や利用料の減免措置を実施し、介

護保険料滞納者への給付制限はやめるべきです。 

 住宅新築資金等特別会計では、同和住宅新築資金の滞納による累積赤字は、平成２３年

度には約６億２,０００万円になります。この赤字の原因は条例に違反したずさんな貸し

出しによるものであり、そのつけを市民に押しつけるもので、認められません。また、赤
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字をつくり出した原因は、現市長及び執行部に直接的な責任はないものの、６億もの巨額

な赤字は中間市民の税金によって支払われることから、少なくとも同和対策関連への新た

な支出をなくしていくことが、市長を初め現執行部の責任ある行政運営ではないでしょう

か。 

 しかしながら、人権教育と称しながら同和研修への出席を市職員や市民へ押しつけてい

ること、さらに、公共下水道事業においては、同和地区住民の水洗化工事に工事費の３分

の１を補助することがいまだに行われているように、市民への反省が見られません。この

ような姿勢を改め、直ちに不公平な行政をやめると同時に、人権のまちづくりセンター及

び隣保館運営など徹底した精査が求められます。 

 最後に、公共用地先行取得では、公債費として６７７万円が執行されています。これは、

平成１７年度に岩瀬東部地区開発事業に伴う土地の取得で、岩瀬二丁目４３番７の土地を、

鑑定評価額３,８００万円を５,０００万円で買収したものを償還するというものです。そ

のうえ、市民の暮らしが大変なときに、武道館や弓道場の建設計画も立てています。この

ような公金の支出は認められません。 

 日本共産党市議団は、引き続き市民の暮らしや福祉を優先する市政を求めてまいります。 

 以上で反対討論を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 ほかに討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 これにて討論を終結いたします。 

 これより認定第１号から認定第１１号までの平成２１年度各会計決算認定１１件を順次

採決いたします。 

 議題のうち、まず認定第１号平成２１年度中間市一般会計歳入歳出決算認定についてを

起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、認定第１号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第２号平成２１年度中間市特別会計国民健康保険事業歳入歳出決算認定につ

いてを起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 
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（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、認定第２号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第３号平成２１年度中間市住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算認定につい

てを起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、認定第３号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第４号平成２１年度中間市地域下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

てを採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、認定第４号は委員長の報告のとおり認定することに決

しました。 

 次に、認定第５号平成２１年度中間市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

てを起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、認定第５号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第６号平成２１年度中間市老人保健特別会計歳入歳出決算認定についてを起

立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、認定第６号は委員長の報告のとおり認定することに決し
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ました。 

 次に、認定第７号平成２１年度中間市公共用地先行取得特別会計歳入歳出決算認定につ

いてを起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、認定第７号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第８号平成２１年度中間市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について

を起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、認定第８号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第９号平成２１年度中間市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につい

てを起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、認定第９号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第１０号平成２１年度中間市水道事業会計決算認定についてを採決いたしま

す。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、認定第１０号は委員長の報告のとおり認定することに

決しました。 

 次に、認定第１１号平成２１年度中間市病院事業会計決算認定についてを採決いたしま

す。 
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 本案に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員長

の報告のとおり認定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、認定第１１号は委員長の報告のとおり認定することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１２．第３５号議案 

日程第１３．第３６号議案 

日程第１４．第３７号議案 

日程第１５．第３８号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第１２、第３５号議案から日程第１５、第３８号議案までの平成２２年度各

会計補正予算４件を一括して議題とし、各常任委員長の報告を求めます。 

 まず、下川俊秀総務委員長。 

○総務委員長（下川 俊秀君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３５号議案一般会計補正予算

（第２号）のうち、総務委員会に付託されました所管部分につきまして審査を行いました

ので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 一般会計補正予算について申し上げます。 

 今回の補正予算の総額は１億６,２２０万円で、一般会計の総額を１６２億２,０５０万

円とするものです。 

 まず、予算の全体の説明として、歳入においては旧社会福祉センター跡地に建設いたし

ます地域交流センター及び農産物直売所建設事業に交付されます、まちづくり交付金

１,０４０万円や、セーフティネット支援対策等事業費補助金１,０２０万円等の国庫支出

金が２,４８０万円、緊急雇用創出事業交付金１,２７０万円、県支出金２,２６０万円、

吉田ぼた山跡地に係る市有地売払収入として７,５８０万円や、歳出に計上した事業に対

する地方債５,９７０万円をそれぞれ増額計上するとともに、財源調整として繰越金を

２,３７０万円減額しております。 

 歳出では、総務費として電算管理費に１４７万円を増額しております。この補正は、地

上デジタルテレビ放送への完全移行に伴い、辺地共聴施設のデジタル化に対応するための

施設整備を行う共聴組合に対して、無線システム普及支援事業費等補助金を計上するもの

であります。 

 また、国勢調査費として７,０００円の減額補正を行っております。これにつきまして

は、県の統計調査費確定に伴い、報酬から使用料及び賃借料までの委託金の精算を行うも



- 139 - 

のであります。 

 最後に採決いたしました結果、全員賛成で可決すべきものと決しました。 

 よろしくご審議の上、ご賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員長の報告を終わ

ります。 

○議長（井上 太一君）   

 次に、掛田るみ子市民文教委員長。 

○市民文教委員長（掛田るみ子君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３５号議案のうち、市民文教委

員会に付託されました所管部分について審査を行いましたので、その概要と結果をご報告

申し上げます。 

 初めに、市民部所管の総務費につきまして申し上げます。 

 まず、諸費としまして、景気の低迷に伴う企業収益の大幅な減収により法人市民税等の

還付が増加していることから、市税過年度還付金１,４４０万円が増額計上されています。

内訳としましては、固定資産税過年度還付金１５０万円、法人市民税過年度還付金

１,２９８万円です。固定資産税過年度還付金につきましては、宅地の減額補正を行った

ことにより生じたもので、法人市民税過年度還付金につきましては、あらかじめ企業の前

年度法人市民税額の半分を年度の途中に納める予定納税額より決算後の確定税額が下回っ

たことにより、納め過ぎの法人市民税を還付するものです。 

 次に、教育部所管の教育費につきまして申し上げます。 

 まず、教育総務費としまして、就学就園事業に要する経費８７４万円が増額計上されて

います。これは私立幼稚園就園奨励費の国庫補助金の単価改定によるものです。 

 また、小・中学校費におきまして、教育振興に要する経費として、小学校備品購入費

５９万円、中学校備品購入費５０万円がそれぞれ増額計上されています。これは理科、算

数、数学の備品購入費で、国の補助額確定によるものです。 

 次に、社会教育費のうち、図書館管理運営に要する経費として、市民図書館改築工事実

施設計委託料が９４５万円計上されています。これは、現在、市民図書館２階にある資料

館を、平成２３年４月に開館予定の地域交流センターへ移転することに伴い、２階部分を

図書館として使用するための改築に係る実施設計委託料です。 

 以上が当委員会に付託されました議案の内容であります。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、市民文教委員会に付託されました所管部分に

つきましては、全員賛成で原案どおり可決すべきであると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 次に、井上久雄保健福祉委員長。 

○保健福祉委員長（井上 久雄君）   
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 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３５号議案のうち、保健福祉委

員会に付託されました所管部分並びに第３６号、第３８号議案につきまして審査を行いま

したので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 まず、一般会計補正予算について申し上げます。 

 歳出の主なものは、民生費の社会福祉費では、平成２３年２月に開催予定の「高齢者を

地域で支えるシンポジウム」の経費として２８０万円、児童福祉費では、中間小学校内へ

の学童保育所整備に向けての実施設計委託料として１００万円、生活保護費では、生活保

護レセプト管理システムの改修委託料として１,４２０万円が計上されております。 

 次に、特別会計国民健康保険事業補正予算について申し上げます。 

 歳出の主なものは、電算システム開発の委託料として、全国で統一化される予定の国民

健康保険団体連合会とのデータ交換を行うシステム改修に３８０万円、非自発的失業者の

税を軽減するシステムに５４０万円が増額されています。 

 歳入の主なものは、電子計算システム改修に係る特別調整交付金として９２０万円が増

額されております。 

 予算の総額は、歳入歳出それぞれ６３億７,０００万円となっております。 

 最後に、介護保険事業特別会計補正予算について申し上げます。 

 歳出の主なものは、平成２１年度事業における地域支援事業費の確定に伴う償還金とし

て５３０万円が計上されております。 

 歳入の主なものは、歳出補正に伴う前年度繰越金５３０万円が計上されております。 

 介護サービス事業勘定を加えた予算総額は３４億７,９００万円となっております。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、いずれも全員賛成で原案どおり可決すべきと

決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 次に、片岡誠二建設上下水道委員長。 

○建設上下水道委員長（片岡 誠二君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３５号議案及び第３７号議案の

補正予算２件につきまして、建設上下水道委員会に付託されました所管部分について審査

を行いましたので、その概要と結果についてご報告申し上げます。 

 まず、第３５号議案平成２２年度中間市一般会計補正予算（第２号）につきまして申し

上げます。 

 歳入の主なものとして、県支出金では農村整備総合事業費等補助金５７０万円、緊急雇

用創出事業交付金６７８万円、地方消費者行政活性化基金事業費補助金１３万円、財産収

入では、吉田ぼた山跡地、岩瀬三丁目６０５番１９ほか１筆、２万２,８０２平方メート
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ルの市有地売払収入７,５８８万円が計上されております。 

 歳出の主なものとして、労働費では、農産物直売所開設業務委託料として６７８万円が

計上されております。 

 農林水産業費では、農業振興費として地域交流センター駐車場整備工事費２,６００万

円、中底井野地内農業用水路改良工事費６０８万円等が計上されております。 

 土木費では、通谷団地道路改良工事費１,９００万円、中ノ谷５号線道路用地購入費

８５０万円、垣生公園管理委託料等９５８万円、都市公園安全・安心対策緊急総合支援事

業２８４万円、垣生公園法面用地購入費２,５２５万円等を計上しております。 

 次に、第３７号議案平成２２年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）に

つきまして申し上げます。 

 今回の補正の主な内容といたしましては、歳出におきまして、人事異動により人件費を

３４６万円増額するものであります。 

 歳入では、下水道事業の区域拡大により受益者負担金を１５６万円増額し、公共下水道

事業債１９０万円増額するものであります。 

 以上の補正により、歳入歳出それぞれ３４６万円増額し、予算の総額を２０億３３６万

円とするものであります。 

 以上２議案につきまして、審査の後、採決いたしましたところ、いずれも全員賛成で原

案どおり可決すべきであると決した次第であります。 

 何とぞよろしくご審議の上、ご賛同賜りますようお願いいたしまして、委員長の報告を

終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 討論なしと認めます。 

 これより第３５号議案から第３８号議案までの平成２２年度各会計補正予算４件を順次

採決いたします。 

 議題のうち、まず、第３５号議案平成２２年度中間市一般会計補正予算（第２号）を起

立により採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

に賛成の諸君の起立を求めます。 
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（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、第３５号議案は原案のとおり可決されました。 

 次に、第３６号議案平成２２年度中間市特別会計国民健康保険事業補正予算（第２号）

を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、第３６号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第３７号議案平成２２年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）を

採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、第３７号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第３８号議案平成２２年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）を採

決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、第３８号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１６．第４０号議案 

日程第１７．第４２号議案 

日程第１８．第４３号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第１６、第４０号議案、日程第１７、第４２号議案及び日程第１８、第

４３号議案までの条例改正３件を一括議題とし、各常任委員長の報告を求めます。 

 まず、下川俊秀総務委員長。 
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○総務委員長（下川 俊秀君）   

 ご指名によりまして、総務委員会に付託されました第４０号議案中間市火災予防条例の

一部を改正する条例について審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げま

す。 

 今回の条例改正は、本年３月３０日に対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象

火気器具等の取り扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令等の一部を改正する

省令が公布されたことに伴い改正するものです。 

 改正の主なものは、屋内に設ける燃料電池発電設備において、対象火気設備等として、

「固体高分子型」などの燃料電池に、「固体酸化物型」の燃料電池を新たに位置づけるも

のです。 

 また、あわせて、省令を引用している部分の整備を行うもので、施行日につきましては、

固体酸化物型の燃料電池を加える規定にあっては平成２２年１２月１日とし、施行日時点

において現に設置され、また、省令を引用している部分の改正にあっては、公布の日から

施行し、平成２２年３月３０日から適用するものです。 

 以上が条例の主な内容です。 

 最後に採決いたしました結果、全員賛成で原案どおり可決すべきものと決した次第であ

ります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 次に、掛田るみ子市民文教委員長。 

○市民文教委員長（掛田るみ子君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４２号議案について審査を行い

ましたので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 今回の条例改正は、国土交通省九州地方整備局から占用の許可を受け、公の施設として

市民に開放されています遠賀川右岸に位置する第３市民広場、通称「土手ノ内グラウン

ド」が、本年１０月から新日鐵堰移転に伴う改良工事により使用できなくなりますことか

ら、廃止するものです。 

 施行日につきましては、占用許可が廃止される平成２２年１０月１日となります。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の内容であります。最後に採決いたしました結

果、全員賛成で原案どおり可決すべきであると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 次に、井上久雄保健福祉委員長。 

○保健福祉委員長（井上 久雄君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４３号議案について審査を行い
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ましたので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 今回の条例改正は、中間市立病院におきまして、現状の医療提供のみにとどまらず、市

民が住みなれた場所で安心して生活ができるよう、保健・福祉・医療・介護のサービスを

一体的に提供する地域包括医療・ケアを、効果的かつ効率的に提供するため、国民健康保

険診療施設として位置づけることに伴うものです。 

 国民健康保険診療施設とすることで、厚生労働省の国保予算より、健康管理事業、施設

の整備等が円滑に実施できるようさまざまな助成がなされるとともに、これらの地域包括

医療・ケアなどの事業等に取り組むことで、寝たきり老人の減少、施設ケアから在宅ケア

への移行、医療費の適正化などの成果が期待できるものとなっております。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、採決いたしました結果、全員賛成で原案どおり可決すべきであると決した次第

であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 討論なしと認めます。 

 これより第４０号議案、第４２号議案及び第４３号議案までの条例改正３件を順次採決

いたします。 

 議題のうち、まず、第４０号議案中間市火災予防条例の一部を改正する条例を採決いた

します。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、第４０号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第４２号議案中間市遠賀川河川敷市民グラウンドの設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること
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にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、第４２号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第４３号議案中間市病院事業の設置等に関する条例及び中間市国民健康保険条例

の一部を改正する条例を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

 ご異議なしと認めます。よって、第４３号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１９．第４４号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第１９、第４４号議案財産の処分についてを議題とし、建設上下水道委員長

の報告を求めます。片岡誠二建設上下水道委員長。 

○建設上下水道委員長（片岡 誠二君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４４号議案の財産の処分につい

て、建設上下水道委員会で審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 今回処分いたします財産は、吉田ぼた山のふもとに位置します岩瀬三丁目６０５番

１９及び６０５番２０の２筆で、面積の合計は２万２,８０２平方メートルの市有地であ

ります。 

 ７月１４日に一般競争入札の公告を行い、８月４日に入札を実施し、遠賀郡水巻町の有

限会社中央測量設計が７,５８８万円で落札をしましたので、同社と８月１８日付で土地

売買仮契約を締結いたしたものであります。 

 以上、審査の後、採決いたしましたところ、全員賛成で原案どおり可決すべきであると

決した次第であります。 

 何とぞよろしくご審議の上、ご賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員長の報告

を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し質疑はありませんか。中家多

恵子さん。 

○議員（１番 中家多恵子君）   

 委員長に質問させていただきますが、今ご報告がありましたけれども、土地売買仮契約

書のこの内容について、第１条から、それから第２２条までありますが、この内容につい
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ての審議はされたものかどうか、それに対する質問等がありましたかどうか、お尋ねをい

たします。 

○議長（井上 太一君）   

 片岡誠二建設上下水道委員長。 

○建設上下水道委員長（片岡 誠二君）   

 ございませんでした。 

○議長（井上 太一君）   

 いいですか。まだありますか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。中家多恵子さん。 

○議員（１番 中家多恵子君）   

 この市有地の売却については、これは吉田ぼた山防災工事の事業の終了に伴う土地です

が、この事業にかかわる総予算というのは、私がいただいた資料によりますと４０億

５,３００万円です。そのうち中間市が分担したお金というのが３億３,９００万円です。

そして、今回こういう形で住宅地ということの使用という形で契約が結ばれ、契約金につ

いては、今、委員長の報告にありましたけれども、私は、この売買契約書を読ませていた

だいたときに、「第８条、売買物件を住宅用地として利用するよう努めなければならない

ものとする」という８条、そして、これは努力目標のような形で受けとめられまして、そ

して、さらに１３条にいきますと、「第８条の第１項及び第２項に定める義務に違反した

ときは、売買代金の１００分の３０に相当する額を違約金とする」というふうにあります

が、これは期限としてはどのようなものなのか。期限なしなのかどうかということを

も…… 

○議長（井上 太一君）   

 中家多恵子さん。 

○議員（１番 中家多恵子君）   

 わかっております。反対理由としてです。指摘させていただきながら…… 

○議長（井上 太一君）   

 手短に。 

○議員（１番 中家多恵子君）   

 時間がまだあるようですので…… 

○議長（井上 太一君）   

 いや、時間関係なしに、手短に説明してもらわんと。反対か賛成かの討論ですから。 

○議員（１番 中家多恵子君）   
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 反対です。これは、やはりほかの自治体では、土地売買契約書の内容を比較させていた

だきましたときに、近隣の北九州市やほかの町においても１０年間経過するまでは、具体

的にやはりこの中間市、甲のほうがこの財産の使用目的についてきちっと明記しておるわ

けですね。そういうことが、この仮契約書の中では欠けておるものですから、その点が

１つ疑義を感じるということ。 

 それから、所有権移転の禁止です。１０年間は、ほかの自治体においては、そういうふ

うな形で登記の内容が明記されている。それから、近隣住民等への配慮の条項等もあるわ

けです。 

 ですから、そういうところを私は十分今後の形としてもやるべきではないかと、そうい

うことで反対といたします。 

○議長（井上 太一君）   

 ほかに討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 これにて討論を終結いたします。 

 これより第４４号議案財産の処分についてを起立により採決いたします。本案に対する

委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決することに賛成の諸君の

起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立多数であります。よって、第４４号議案は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２０．第４５号議案 

日程第２１．第４６号議案 

日程第２２．第４７号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第２０、第４５号議案から日程第２２、第４７号議案までの市道路線関係

３件を一括議題とし、建設上下水道委員長の報告を求めます。片岡誠二建設上下水道委員

長。 

○建設上下水道委員長（片岡 誠二君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４５号議案から第４７号議案ま

での市道路線関係３件につきまして、建設上下水道委員会で審査を行いましたので、その

概要と結果について、ご報告申し上げます。 

 まず、第４５号議案中間市道路線の廃止について申し上げます。 

 今回廃止いたします路線は、「垣生公園１号線」であります。この市道は、旧社会福祉
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センター跡地の東側に位置し、仮称地域交流センター駐車場整備工事に伴い、いったん路

線の廃止を行うものであります。 

 次に、第４６号議案中間市道路線の認定について申し上げます。 

 今回認定いたします路線は、３路線であります。 

 まず、「垣生公園１号線」は、仮称地域交流センター駐車場整備工事に伴い、廃止した

垣生公園１号線の代わりとして、再度認定するものであります。 

 次に、「離駒２１号線」は、土手ノ内一丁目地内の開発行為に伴い寄附採納を受けたこ

とにより認定するものであります。 

 最後に、「岩瀬南２８号線」は、岩瀬南町第１団地の西側に位置し、従来から当該地区

住民の生活道路として利用されているため、認定するものであります。 

 次に、第４７号議案中間市道路線の変更について申し上げます。 

 今回、変更いたします路線は、垣生公園北側に位置する「峯地１号線」及び中間大橋西

側に位置する「砂山三軒屋線」の２路線であります。 

 まず、「峯地１号線」は、仮称地域交流センター駐車場整備工事に伴い、起点位置が東

側に移動するために区域の変更を行うものであります。 

 次に、「砂山三軒屋線」は、県道新延中間線の道路整備に伴い、接続部分が延長となり、

区域変更を行うものであります。 

 以上、３議案につきまして審査の後、採決いたしましたところ、いずれも全員賛成をも

ちまして原案どおり可決すべきであると決した次第であります。 

 何とぞよろしくご審議の上、ご賛同賜りますようお願いいたしまして、委員長の報告を

終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 討論なしと認めます。 

 これより第４５号議案から第４７号議案までの市道路線関係３件を順次採決いたします。 

 議題のうち、まず、第４５号議案中間市道路線の廃止についてを採決いたします。本案

は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   
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 ご異議なしと認めます。よって、第４５号議案は原案のとおり可決されました。 

 次に、第４６号議案中間市道路線の認定についてを採決いたします。本案は原案のとお

り決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、第４６号議案は原案のとおり可決されました。 

 次に、第４７号議案中間市道路線の変更についてを採決いたします。本案は原案のとお

り決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、第４７号議案は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２３．陳情の件 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第２３、陳情の件を議題といたします。 

 ただいま議題となっております陳情の件については、所管の総務委員長から、目下委員

会において審査中につき、会議規則第９９条の規定により継続審査の申し出があります。 

 お諮りいたします。委員長からの申し出のとおり閉会中の継続審査に付することにご異

議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、委員長からの申し出のとおり閉会中の継続審査に付す

ることに決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２４．意見書案第１５号 

日程第２５．意見書案第１６号 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第２４、意見書案第１５号及び日程第２５、意見書案第１６号の意見書案

２件を一括して議題とし、提案理由の説明を求めます。草場満彦君。 

○議員（１０番 草場 満彦君）   

 まず、意見書案第１５号子宮頸がんの予防措置実施の推進を求める意見書案の提案理由

の説明させていただきます。 

 ＨＰＶ感染が主な原因である子宮頸がんは、「予防できる唯一のがん」と言われており

ます。年間約１万５,０００人が新たに罹患し、約３,５００人が亡くなっているという推

計がされておりますが、近年、若年化傾向にあり、死亡率も高まっております。結婚前、
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妊娠前の罹患は女性の人生設計を大きく変えてしまいかねず、子宮頸がんの予防対策が強

く望まれております。 

 子宮頸がんの予防対策としては、予防ワクチンを接種すること及び予防検診によってＨ

ＰＶ感染の有無を定期的に検査し、前がん病変を早期に発見することが挙げられておりま

す。 

 昨年、子宮頸がん予防ワクチンが承認をされ、発売が開始となり、ワクチン接種が可能

になりました。費用が高額なため、一部の自治体ではワクチン接種への公費助成を行って

おりますが、居住地により接種機会に格差が生じることがないよう国の取り組みが望まれ

ます。予防検診の実施についても同様に、自治体任せにするのではなく、受診機会を均て

ん化すべきであります。 

 よって、政府におかれては、子宮頸がんがワクチン接種と予防検診によって発症を防ぐ

ことが可能であることを十分に認識していただき、以下の項目について実施していただく

よう強く要望いたします。 

 一つ、子宮頸がん予防ワクチン接種の実施の推進 

 １、予防効果の高い特定年齢層への一斉接種及び国による接種費用の全部補助、２、特

定年齢層以外についても一部補助の実施、３、居住地域を問わない接種機会の均てん化、

４、ワクチンの安定供給の確保及び新型ワクチンの開発に関する研究。 

 一つ、子宮頸がん予防検診の実施の推進 

 １、特に必要な年齢を対象にした検診については、国による全部補助、２、従来から行

われている子宮頸がん検診を予防検診にまで拡大、３、居住地域を問わない受診機会の均

てん化。 

 一つ、子宮頸がん及び子宮頸がんの予防に関する正しい知識の普及、相談体制等の整備 

 以上の内容の意見書案第１５号を提出をいたします。 

 次に、意見書案第１６号２１世紀型の公共投資の推進による景気対策を求める意見書案

の提案理由を述べます。 

 我が国の景気の現状は、好調な輸出を背景にリーマンショック後の最悪期は脱すること

ができました。しかしながら、依然として低成長にとどまっており、雇用情勢も新卒未就

職者が数多く出るほど厳しい状況が続いております。 

 特に、地方経済は深刻で、中小・零細企業はデフレの影響や公共投資の大幅削減の影響

で長引く不況にあえいでおります。 

 したがって、政府は当面の景気回復のための経済対策を打つべきであり、特に地方経済

の振興は国の景気対策として欠かせません。そのためには、政府が地方振興策及び地方の

雇用拡充を重要な施策として取り組み、必要な公共投資を積極的に行うことで、景気対策

を進めるべきであります。公共施設の耐震化や、近年多発しているゲリラ豪雨などの災害

対策は、必要な公共事業として潜在的需要が高いと考えております。 
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 このように、必要な公共投資は着実に推進すべきであり、地方経済が活性化する効果も

大いに見込めます。 

 政府におかれては、地方の雇用拡充と内需振興を図る景気対策のために、真に必要とさ

れる以下のような２１世紀型の公共投資について、予算確保と執行を強く求めます。 

 １、学校など公共施設の耐震化に積極的に取り組み、雇用の拡充と地方経済の活性化を

図ること。２、太陽光発電の設置や介護施設の拡充といった２１世紀型の公共投資を着実

に促進し、内需の振興を図ること。３、老朽化した施設（橋梁、トンネル、上下水道管な

ど）の計画的な更新、大規模修繕を積極的に推進し、地域生活の安全と地方振興に取り組

むこと。 

 以上、意見書案第１５号及び第１６号、皆様のご賛同のほどよろしくお願いをいたしま

す。 

○議長（井上 太一君）   

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案２件については、委員会の

付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 討論なしと認めます。 

 これより意見書案２件を順次採決いたします。 

 議題のうち、まず意見書案第１５号子宮頸がんの予防措置実施の推進を求める意見書を

起立により採決いたします。本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君

の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 全員起立であります。よって、意見書案第１５号は原案のとおり可決されました。 

 次に、意見書案第１６号２１世紀型の公共投資の推進による景気対策を求める意見書を

起立により採決いたします。本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君

の起立を求めます。 
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（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 全員起立であります。よって、意見書案第１６号は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２６．意見書案第１７号 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第２６、意見書案第１７号国民健康保険財政への国庫負担を元に戻すことを

求める意見書を議題とし、提案理由の説明を求めます。青木孝子さん。 

○議員（６番 青木 孝子君）   

 国民健康保険財政への国庫負担を元に戻すことを求める意見書案の提案理由説明をいた

します。 

 今、住民の間で「国民健康保険税が高過ぎる」「保険税を払いたくても払えない」、こ

のような悲鳴が上がっています。国保税を滞納すると、国民健康保険証を取り上げられる

場合があり、そうなると、医療を受けると医療費の全額を用意することが求められます。

まさに金の切れ目が命の切れ目とも言える状況になります。 

 現在、国民健康保険加入世帯の所得は、平均受給月額５万円以下という国民年金受給者

や、非正規労働者、フリーターなどの増加で低所得化が進み、国民健康保険が低所得中心

の保険制度になっております。国民健康保険は低所得者が多く加入している医療保険であ

り、国の手厚い援助がなければ成り立たない制度です。 

 ところが、政府は１９８４年の国民健康保険法改定で、国庫負担率を医療費の４５％か

ら３８.５％に引き下げ、その後も次々に引き下げ後退させてきました。その結果、

１９８４年度から２００４年度までの間に、市町村国保の収入に占める国庫支出金は

４９.８％から３４.５％へと１５.３％も減りました。金額にして１兆４,０００億円も削

減されたことになります。 

 一方で、住民１人当たりの国保税は、同期間に３万９,０２０円から７万９,１２０円に

２倍に増加しています。中間市の平成２１年６月現在の国保税の滞納状況を見ると、国保

加入世帯８,０９１世帯のうち、滞納世帯は１,２４１世帯で、短期保険者証交付世帯

４４１世帯、資格証明書交付世帯２３３世帯もあります。 

 国民健康保険法は、その第１条で「この法律は社会保障及び国民保健の向上に寄与する

ことを目的とする」と定めています。しかし、国民の命と健康を守るための制度が、支払

い能力を超えた高過ぎる国保税を払えず、保険証を取り上げられ受診を抑制せざるを得な

くなって、手遅れによる多数の死亡者を生み出しています。 

 今日の事態を招いた国の責任は明白です。国保法の第４条で、国保の運営責任は国が負

っていることを明記しています。 

 よって、政府に対し、国民健康保険加入者への軽減を図るため、無駄な歳出を見直し、
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国庫負担を段階的にもとに戻すことを求めるものです。 

 以上で提案理由説明を終わります。皆様のご賛同よろしくお願いいたします。 

○議長（井上 太一君）   

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案第１７号については、委員

会の付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 討論なしと認めます。 

 これより、意見書案第１７号国民健康保険財政への国庫負担を元に戻すことを求める意

見書を起立により採決いたします。本意見書案については原案のとおり決することに賛成

の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立少数であります。よって、意見書案第１７号は原案否決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２７．意見書案第１８号 

日程第２８．意見書案第１９号 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第２７、意見書案第１８号及び日程第２８、意見書案第１９号の意見書案

２件を一括して議題とし、提案理由の説明を求めます。宮下寛君。 

○議員（５番 宮下  寛君）   

 意見書案第１８号消費税増税を行わない事を求める意見書案の提案理由を述べます。 

 消費税増税を行う、しかも、大企業、大資産家への減税とセットでという菅政権の案に

国民の厳しい審判が下ったことは、参議院選挙の結果や世論調査でも明らかです。 

 菅政権が発足して初めての予算委員会で、谷垣自民党総裁は「社会保障目的税に」と述

べ、菅首相も「社会保障との関連で議論していく」と答えています。思い起こしていただ

きたいと思いますが、消費税導入時や増税時にも、政府は社会保障財源のためと説明して
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おきながら、国民には社会保障負担増と給付減の連続であったのが現実でした。 

 １９８９年の導入以来、消費税収の累計は２２４兆円に上りますが、同時期に法人税は

２０８兆円もの減収となっています。こうした実態は、国民に大きな怒りをもたらしてい

ます。 

 消費税増税は、年収２００万円に満たないワーキングプア、生活保護世帯、国保・介

護・後期高齢者など軒並み引き上げで、手取りがますます低くなった年金生活者からも有

無を言わせず税金を取り立てるものです。 

 消費税が増税されれば、冷え切っている国民の消費がさらに落ち込み、地域経済は一層

悪化してしまうことはもちろん、消費税は所得の低い人ほど重くなる逆進性を持ち、増税

が貧困と格差を一層ひどくすることは明らかです。 

 このような税徴収のあり方を根本から是正し、国民には社会保障を充実し、安心して生

活できるようにしていくことを求めていくものであります。 

 議員諸氏のご賛同のほどよろしくお願いをいたします。 

 次に、意見書案第１９号米価の下落に歯止めをかけ、再生産できる米価の実現を求める

意見書案の提案理由を述べます。 

 生産者米価は近年暴落を続け、多くの農家が労賃分も出ない状況で、全国で耕作放棄が

広がる要因になっています。政府の調査でも、米６０キロ当たりの生産費は１万６,５００円

ですが、今年６月の平均価格は１万４,０００円と２,３００円も下回ります。 

 直近の報道でも、農家の手取りが１万円を切るなど、米価暴落はとどまる気配がありま

せん。米価が暴落を続ける原因は、１９９５年以来価格政策が廃止された上、需給計画の

狂いによる在庫量の増大に、大手量販店を主軸にした買いたたきと、米の安売り競争、政

府が備蓄米を安値放出したことなどが重なっています。 

 さらに、輸入米、いわゆるミニマムアクセス米による圧力も重要な要因となっておりま

す。 

 民主党政府が導入した戸別所得補償も、生産者米価が生産費を下回る事態が常態化し、

現在の米価では生産を維持できないことを認めた政策です。国の責任で過剰米を緊急に買

い入れるともに、価格保障の確立を基礎にし、国内農業を多面的に発展させ、安全な食料

の安定供給を目指す政策への転換が必要です。 

 そのために、米価の下落に歯どめをかける国の対策を求めるものであります。 

 議員諸氏のご賛同をよろしくお願いをして、提案理由を終わります。 

○議長（井上 太一君）   

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 質疑なしと認めます。 
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 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案２件については、委員会の

付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 討論なしと認めます。 

 これより、意見書案２件を順次採決いたします。 

 議題のうち、まず、意見書案第１８号消費税増税を行わない事を求める意見書を起立に

より採決いたします。本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君の起立

を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立少数であります。よって、意見書案第１８号は原案否決されました。 

 次に、意見書案第１９号米価の下落に歯止めをかけ、再生産できる米価の実現を求める

意見書を起立により採決いたします。本意見書案については原案のとおり決することに賛

成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（井上 太一君）   

 起立少数であります。よって、意見書案第１９号は原案否決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２９．意見書案第２０号 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程２９、意見書案第２０号住民の安全・安心を守るため、遠賀川水系の管理は

引き続き国が行うことを求める意見書を議題といたします。 

 お諮りいたします。本意見書案については、提案理由の説明を省略することにしたいと

思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、本意見書案については、提案理由の説明を省略するこ

とに決しました。 

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 



- 156 - 

○議長（井上 太一君）   

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案第２０号については、委員

会の付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 討論なしと認めます。 

 これより、意見書案第２０号住民の安全・安心を守るため、遠賀川水系の管理は引き続

き国が行うことを求める意見書を採決いたします。本案は原案のとおり決することにご異

議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、意見書案第２０号は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第３０．会議録署名議員の指名 

○議長（井上 太一君）   

 これより、日程第３０、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第７６条の規定により、議長において掛田るみ子さ

ん及び古野嘉久君を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

○議長（井上 太一君）   

 以上をもちまして、今期定例会に付議された案件はすべて議了いたしました。 

 よって、平成２２年第３回中間市議会定例会は、これにて閉会いたします。 

午前11時41分閉会 

────────────────────────────── 
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